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図 3－2－1 日南町の位置 

図 3－2－2 日南町の人口推移 

図 3－2－3 まちづくり協議会イメージ

２ 鳥取県日南町における土地資源棚卸し調査                   

 

（１）調査地域の概要 

 

鳥取県日野郡日南町は、鳥取県の最西南端に位

置し、中国山地の山間部に位置している。山地の

占める面積が圧倒的に大きく、台地や低地の占め

る面積は僅かである。日野川の最上流部に位置し

ており、山地と高原状の地形が発達し、「奥日野」

と呼ぶにふさわしい景観を呈している。本町は、

およそ東西に 25ｋｍ、南北に 23ｋｍに広がり、そ

の総面積は 340.83ｋ㎡で鳥取県の総面積の約

10％を占める。 

日南町は、人口 6,112 人、世帯数 2,194 戸（平

成17年国勢調査）。総人口のうち0～14歳が9.8％、

15～64 歳が 45.4％、65 歳以上が 44.9％となって

おり、非常に高齢化が進んでいる。人口は最も多

かった昭和 30 年で 16,045 人、大正・昭和を通じ

ても 13,000 人を下ることはなかったが、昭和 38

年のいわゆる「38（さんぱち）豪雪」を一つのき

っかけとして、大幅に減少し始め、過疎化が進行

している。 

そこで、平成 18 年 4 月から「住民参画まちづく

り事業」により、7 つの旧村単位で「まちづくり

協議会」が地域住民によって設立されている。｢ま

ちづくり協議会｣へは日南町役場が手厚い支援を

行っており、嘱託職員の配置(人材)、活動資金の

一括交付(財源)、活動内容(権限)をセットで渡し、

住民主体の地域独自の取り組みによる課題解決を

目指している。 

本調査地域は、特に山林原野の面積が総面積の

89.9％（30,462ｈａ）を占め、全耕地面積は僅か

に 5.4％（1,648）であることは注目すべき点であ

る。山林原野の内訳は、広葉樹 44.1％（13,431ｈ

ａ）、針葉樹 53.4％（16,275ｈａ）、その他 2.5％

（756ｈａ）となっている。耕地の内訳は、田84.0％

（1,348ｈａ）、畑 9.2％（152ｈａ）、放牧地採草
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鳥取大学農学部

島根県中山間地域

研究センター

鳥取県移住定住促進課

日南町企画課自治振興室

石見地区まちづくり協議会

大宮地区まちづくり協議会

活動支援

調査協力

支援チーム

図 3－2－4 日南町における調査実施体制 

地 4.7％（78ｈａ）、樹園地 2.1％（34ｈａ）であり、稲作が中心となっているが、耕作放棄

地も 234ｈａありその利用が期待される。 

 

 

（２）調査体制および手法 

 

１）調査体制 

先述したとおり日南町は旧村単位で「まちづくり協議会」が設立されており、ここを中心

とした地域運営を行っている。そこで調査を行うにあたり、石見、大宮各地域のまちづくり

協議会が中心となって、行政機関（日南町企画課自治振興室、鳥取県移住定住促進課）や、

専門機関（鳥取大学農学部、島根県中山間地域研究センター）による支援体制を整えて調査

を実施した。 

 

 

２）調査手法 

 

GIS 地図データの作成は鳥取大学農学部長澤研究室が担当した。先述したとおり日南町は

旧村単位で「まちづくり協議会」が設立されており、情報確認など連携して調査を行った。

なお、農地に関する情報は日南町企画課の協力により、日南町が保有する情報を提供いただ

いた。空き家及び山林については、まちづくり協議会の協力により実態調査を実施した。島

根県中山間地域研究センターは、「農地一筆マップシステム」1のノウハウを用いて、調査や

ＧＩＳデータベースの構築を行った。 

                                                  
1島根県中山間地域研究センターが開発した農地ＧＩＳ。農地一筆単位で所有者、管理者作付状況等の情報集約を行

えるシステム。 
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（３）調査の内容 

 

１）農地データベースの構築と地図化 

 

日南町における 3 つの校区（旧町村）、大宮、石見東・石見西の農地データベースを構築

した。農地の筆数は、それぞれ大宮地域 1,771 筆、石見東・西 3,736 筆である。農地地図デ

ータに対応する属性を付与するために、日南町役場企画課の全面的な協力を得て土地所有や

地目に関する情報の収集を行った。情報源は住民基本台帳や地籍、耕地整理に関する大縮尺

図面であり、個人情報が含まれている。このため、構築されたデータベースの使用に当たっ

ては細心の注意を払い、データは基本的に非公開として扱われた。 

農地地図データと台帳データの接合のために、今回新たな ID（認証）コードを設定し、

ＧＩＳの機能を用いて属性結合を行った。その結果、全農地地図データ総数 5,507 に対して、

2,650 筆（48％）の属性が農地に結合したが、2,857 筆（52％）については対応付けするこ

とができなかった。この点については、今後に役場において地籍の再調査、現地における住

民への確認調査を続行し、不明農地データの全面解消に努めるつもりである。 

完成した農地一筆データベースを用いて、対象地域の中からモデルとなる集落を役場との

協議のうえ設定し、いくつかの主題図の地図化作業を行った。この 2集落については空き家

とそれに付随する農地・山林の管理実態に関する調査も併せて実施した。 

図 3－2－5 所有者マップ（大宮地区 T 集落） 図 3－2－6 所有者マップ（石見地区 H 集落） 
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図 3－2－7 耕作者マップ（大宮地区 T集落） 図 3－2－8 耕作者マップ（石見地区 H 集落） 

 

 

空き家調査の結果、石見地区 H 集落で総戸数 68 戸のうち８軒、大宮地区Ｔ集落では総戸

数 43 戸のうち７軒がそれぞれ空き家となっていることが分かった。これを基に空き家マッ

プを作成するとこうした空き家の所有者・管理者についてヒアリング調査を行い、所有と管

理に関する意向を把握しようと試みた。しかしながら、空き家の所有者の大半はすでに他界

しており、配偶者、近親者も同町内に居住していないことが明らかになったため、まちづく

り協議会の会長をされている方から空き家とそれに付随する農林地の管理状況について聞

き取り調査を実施した。 
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図 3－2－9 空き家分布図（大宮地区Ｔ集落） 

図 3－2－10 空き家分布図（石見地区Ｈ集落） 
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表 3－1－1  空き家等の意向調査結果（大宮地区Ｔ集落・石見地区Ｈ集落） 

 

空き家となっている世帯の家屋、農地、林地に対する意向は、表 3－1－1のとおりであり、

管理については多くの所有者が親族に頼っていた。一方、管理がされていない空き家はすで

に廃屋化しており、今後利用することは困難な状況であった。 

なお、空き家に付随する農林地の位置、分布は確定できなかったため、利用を促進するた

めにはさらなる調査が必要と考えられた。 

【管理意向】 ○：管理する ×：管理してない －：該当なし

管理意向 
地区 

空き屋 

№ 

空き家 

所有者 家 農地 林地
備考 

大宮 1 Ａ × － －   

  2 Ｂ ○ － － 親族が管理 

  3 Ｃ ○ ○ ○ 親族が管理 

  4 Ｄ ○ － ○ 
農地は小作に出している。 

家、林地は管理人がいる 

  5 Ｅ × － －   

  6 Ｆ ○ － ○ 農地は小作に出している 

  7 Ｇ ○ － － 
以前は別の所有者。 

Ｇ氏は家の売却を希望 

  8 Ｈ × × ×   

石見 1 Ｉ ○ ○ ○ 親族が管理 

  2 Ｊ × × ×   

  3 Ｋ ○ ○ ○ 管理人がいる 

  4 Ｌ － ○ ○ 家は住めない状態 

  5 Ｍ ○ ○ ○ 将来息子が都会から帰り住む予定 

  6 Ｎ × － × 家は住めない状態 

  7 Ｏ × ○ ○ 農地、林地は親族が管理 
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２）耕作者の将来予測 

 

作成した農地データベースを基に、将来の耕作者年齢分布を地図で表現し、その耕作面積

の集計を行った。 

 

１）石見地区Ｈ集落 

耕作者の年齢別管理面積割合の推移 

耕作者年齢区分

不明

15歳未満

15歳以上65歳未満

65歳以上75歳未満

75歳以上
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15歳以上65歳未満

65歳以上75歳未満

75歳以上

現在（2009 年） 10 年後（2019 年） 

20 年後（2029 年） 15 年後（2024 年） 

5 年後（2014 年） 

図 3－2－11 耕作者年齢推移シミュレーション（石見地区 H集落の事例） 
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耕作者年齢区分

不明

15歳未満

15歳以上65歳未満

65歳以上75歳未満

75歳以上

石見地区Ｈ集落においては、65 歳以下の耕作者が管理する農地面積の割合は、現在

（2009 年）では全体の 65％であり、5 年後でも 55％と過半数に達している。しかし、

10 年後では全体の１／３に 20 年後ではわずか 8％になってしまう。一方、75 歳以上の

耕作者が管理する農地面積は現在のところ 19％しかないが、年数が経つにつれ集落の中

心部から増え始め20年後では全体の２／３の農地が75歳以上の耕作者によって管理さ

れることが予想された。 

 

２）大宮地区Ｔ集落の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－2－12 耕作者年齢推移シミュレーション（大宮地区Ｔ集落の事例） 
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大宮地区Ｔ集落では、現在（2009 年）においても 65 歳以上の耕作者が管理する農地面積

割合が 9 割弱を占めており、2 割の農地が 75 歳以上の耕作者が管理している。15 年後には

全ての農地を 65 歳以上の高齢者が管理すると予測され、非常に厳しい状況にあることがわ

かる。 

 

 

３）他のＧＩＳデータとの結合 

 

今回作成したＧＩＳデータは農地のポリゴンデータであるが、既存の GIS データと重ね合

わせることによって、農地のみならず家屋、道路および森林（林班）との統合的な利用が可

能になる。現在のところこれら既存のＧＩＳデータには、所有者などの情報が含まれていな

いため、農地調査に合わせデータ調査を行っていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 

図 

3－2－13 家屋、道路データとの統合  図 3－2－14 森林ＧＩＳデータとの統合 

 

以上の地図化したデータは大宮地区における宝谷地区、石見における花口地区の２地区で

あり、結果は地域住民（まちづくり協議会）に対して、本業務の成果説明会としてプレゼン

テーションを行った。 
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４）地域住民との検討会 

 

平成 21 年 2 月 3 日、本調査の成果について、日南町役場企画課の協力を得て、地元

地域住民（まちづくり協議会）に対して説明会を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 

3－2－15 地域住民（まちづくり協議会）への成果報告会（日南町大宮地区） 

 

プレゼンテーションの後、協議会の方々との意見交換を行った。その結果、両地域と

も空き家や耕作放棄地等、不在地主や高齢者の財産（土地資源）に係る問題が多数生じ

てきており、その対策についてまちづくり協議会を中心に地域住民でできることについ

て検討していくことになった。 

 

その他、意見交換会で住民から出た意見は以下のとおりである。 

 

○地域の現状認識について 

・将来の地域の状況は、何となくわかっていたつもりであるが、地図にしてみると認

識を改める必要がある。 

 

 

 



 

37 

第 3 章 土地資源棚卸し調査（鳥取県）

○空き家について 

・空き家が増加しており、周辺に伴う環境美化問題が生じている（一般的に、倒壊家

屋の解体又修理について家主の考えは、金がかかるため現状のままとしているケー

スが多く、非協力的である） 

・空き家には必需品が置いてあるということで、借家にする考えはほとんど無いが、

実際には管理がなされず廃屋になるケースが多い。そのため、所有者がどれだけ維

持管理するかにかかっている。 

・一部空き家では、農具等の盗難被害等が発生しており、事件と無関係でも隣接者と

の関係が悪化しているところもある。 

・不審者の侵入などが心配 

 

○農地・山林について 

・農地については共同活動に関する意識が低下している。 

・中山間直接支払制度の関係者や隣接集落からの協力者でなんとか助け合っているが、

将来予測の結果からもあきらかな通り後継者確保の検討が急がれる。 

・耕作放棄地の隣接者や地域の負担が増えてきている（集落協定に多大な影響あり） 

・山林についても、所有者等の情報が欲しい。 

 

○今後の土地資源管理について 

・不在となる場合は、まず集落に連絡先や家屋、農地、林地等の今後の維持管理の考

え方を協議してもらうことが必要（仕組みづくり）。この場合、関係が近い自治会

単位で行い、まちづくり協議会が情報を集約する方法が良いと思われる。農地や林

地の意向は関係機関に情報提供する仕組みも必要。 

・農地耕作者の調整は、まず農事組合及び集落協定の地区に協議が必要、その上で自

治会へ、それでも解決できない場合は、まちづくり協議会へと相談するシステム作

りが必要と思うが、まちづくり協議会で全面的に扱うのは現時点では不可能（人員

不足、エリアが広い等）。自治会の全面協力があれば可能。 

・農地については現状を把握し、今後の管理について地元で検討していくために、背

景に航空写真がついたGIS図面がわかりやすい。今回調査を行った地区だけでなく、

全町で調査を行い、GIS データ整備を行っていくべきである。 

・GIS による情報管理については、地域住民やまちづくり協議会では荷が重い。地域

情報については住民やまちづくり協議会が集約し、町がデータ管理を行う体制が望

ましい。 

・空き家、農地をセットで紹介できる仕組みづくりが必要。GIS 地図をまちづくり協

議会で保管し町外者の問い合わせに対応していくことが必要。 
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○行政の対応 

・日南町としても、今後全町で GIS データの整備を推進する方針をもっている。この

ことは検討会の結果から住民ニーズと合致している。これから、データの整備と合

わせて、活用の仕組みづくり、GIS が扱える人材の育成を考えている。 

 

（４）日南町における棚卸し調査のまとめ 

 

日南町大宮、石見西、石見東の３つの校区（旧町村）を対象にした農地一筆マップ地図

の作成とその応用事例の幾つかを検討し、その内容について地域の自治体、一部の住民へ

説明会を実施し、一定の成果を得ることができた。今後の課題として、以下のことが提言

できる。 

 

１）人材の配置・育成 

GIS データを整備しても、それを扱える人材がいないと意味がない。そのため GIS

を活用できる人材を育成し、配置することが重要と考えられる。各地域に人材の配置

を行わなくても、行政（日南町）で数名確保できればよいと考えられる。 

  

２）デジタル地籍データの整備と共用 

GIS データを整備する上で、最も費用がかかるのが地図テータの整備である。地籍

調査を推進し、その結果をデジタル化しておけばGISベースマップとして活用できる。

そのためにもデジタル地籍データを整備し、その共用を図っていくことが大切と考え

られる。また、そのデータ更新には地域住民・団体の協力により、速やかな更新を行

っていくことが望まれる。 

 

３）個人情報の取扱 

GIS データベースには個人情報に関わるデータが多いため、その公開には関係者全

員の同意を得るのが困難である。そのため、全てを公開するのではなく、一部を公開

するにとどめるべきである。 

情報管理は、役場（行政）が内部で方針を明確にし、適正な管理を行い、活用方法

を明確にすることで、情報提供者の理解を得やすくする体制構築が重要となる。 


